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に
係
る
「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
２
０
２
０
戦
略
」
を
発
表
し
た

が
、
そ
の
主
要
目
標
の
実
現
に
当
た
り
、
建
設
産
業
活

動
に
つ
い
て
も
、
環
境
・
社
会
面
で
の
課
題
に
対
応
し

つ
つ
、
競
争
力
を
高
め
る
た
め
の
新
た
な
方
針
の
策
定

が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

　

な
お
、
別
途
策
定
さ
れ
た
「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
省
エ
ネ
計

画
」
で
も
、
建
築
物
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
効
率
的
利
用
を

進
め
る
た
め
の
最
大
の
分
野
と
さ
れ
、
公
共
施
設
の
省

エ
ネ
改
修
や
建
築
物
内
へ
の
適
切
な
設
備
導
入
等
が
提

言
さ
れ
る
な
ど
、
建
設
分
野
・
建
設
産
業
が
、
ヨ
ー
ロ

ッ
パ
の
環
境
問
題
解
決
の
た
め
の
重
要
な
鍵
を
握
っ
て

い
る
と
の
認
識
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
建
設
産
業
活
動
の
主
要
な
構
成
要
素
で
あ
る

建
設
資
材
の
管
理
に
係
る
政
策
に
つ
い
て
も
、
見
直
し

が
な
さ
れ
て
い
る
。
二
〇
一
一
年
に
は
、
建
設
資
材
の

Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
に
お
け
る
流
通
を
促
進
す
る
た
め
の
Ｅ

Ｕ
法
制
度
で
あ
る
「
建
設
資
材
規
則
」
が
策
定
さ
れ
、

主
要
な
規
定
が
二
〇
一
三
年
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。

　

同
規
則
は
、
資
材
製
造
業
・
建
設
産
業
の
双
方
の
中

小
企
業
に
配
慮
し
、
従
前
の
制
度
の
明
確
化
・
簡
素
化

を
図
っ
た
も
の
で
あ
り
、
各
建
設
資
材
の
性
能
に
係
る

情
報
を
適
切
に
表
示
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
を
整
備
す

る
こ
と
に
よ
り
、
建
設
資
材
の
質
を
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
管

で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
総
計
の
九
・
七
％
に
お
よ
び
、
就
業
者
数
は

約
一
、三
八
八
万
人
で
全
就
業
者
の
六
・
六
％
と
さ
れ
て

い
る
（
二
〇
一
〇
年※

２

）。
同
時
期
の
日
本
は
、
完
工
高
が

約
六
、三
四
〇
億
ユ
ー
ロ
、
就
業
者
数
は
約
四
九
八
万

人
で
あ
り※

３

、
Ｅ
Ｕ
の
建
設
産
業
市
場
の
規
模
は
、
日
本

と
比
べ
て
も
か
な
り
大
き
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
こ
と

が
わ
か
る
。

　

Ｅ
Ｕ
域
内
に
お
け
る
建
設
産
業
政
策
の
実
施
に
当
た

っ
て
は
、
基
本
的
な
権
限
は
各
加
盟
国
に
属
し
て
お
り
、

業
を
営
む
た
め
の
許
可
制
度
や
監
督
処
分
の
よ
う
な
政

策
は
各
加
盟
国
が
実
施
し
て
い
る
。
一
方
、
Ｅ
Ｕ
に
は
、

各
加
盟
国
の
支
援
、
調
整
及
び
補
完
を
担
う
も
の
と
し

て
、
域
内
市
場
整
備
、
環
境
、
消
費
者
保
護
等
の
観
点

理
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

　

加
え
て
、
建
設
産
業
に
従
事
す
る
者
に
と
っ
て
重
要

な
事
業
機
会
と
な
る
公
共
工
事
の
調
達
制
度
に
関
し
て

も
、
改
革
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
に
お
い
て
は
、

「
Ｅ
Ｕ
公
共
調
達
指
令
」
等
の
法
制
度
の
整
備
に
よ
り
、

各
加
盟
国
に
お
け
る
入
札
契
約
手
続
、
資
格
審
査
制
度

等
を
調
和
す
る
た
め
の
取
組
み
が
進
め
ら
れ
て
来
た
が
、

二
〇
一
一
年
よ
り
同
指
令
等
の
改
正
に
向
け
た
作
業
が

実
施
さ
れ
て
い
る
。

　

Ｅ
Ｕ
で
は
、
各
加
盟
国
政
府
等
の
財
政
が
逼
迫
す
る

中
、
公
共
支
出
の
よ
り
効
率
的
な
活
用
が
求
め
ら
れ
て

お
り
、
調
達
ル
ー
ル
・
手
続
の
簡
素
化
、
入
札
者
と
の

交
渉
を
伴
う
契
約
方
式
の
活
用
、
電
子
化
の
拡
大
等
が

改
正
項
目
案
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
ほ
か
、
Ｅ

Ｕ
企
業
及
び
域
外
国
の
企
業
が
、
Ｅ
Ｕ
公
共
調
達
市
場

に
お
い
て
平
等
に
競
争
で
き
る
よ
う
な
環
境
の
整
備
も

検
討
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
建
設
産
業
政
策
に
お
け
る
取
組
み
は
、

激
動
す
る
経
済
・
社
会
状
況
に
対
す
る
Ｅ
Ｕ
の
新
た
な

姿
勢
を
示
す
も
の
と
言
え
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

そ
し
て
、
欧
州
債
務
危
機
や
東
日
本
大
震
災
・
福
島
第

一
原
子
力
発
電
所
事
故
を
端
緒
と
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
に

変
化
へ
の
対
応

も
踏
ま
え
、
建
設
産
業
の
健
全
な
発
展
を
促
進
す
る
た

め
の
側
面
支
援
を
実
施
す
る
役
割
が
求
め
ら
れ
て
き
た
。

　

し
か
し
、
経
済
・
社
会
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
地
球
規

模
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
問
題
の
深
刻
化
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
の
Ｉ
Ｔ
技
術
の
普
及
な

ど
に
よ
り
、
建
設
産
業
を
め
ぐ
る
状
況
は
大
き
く
変
化

し
て
お
り
、
Ｅ
Ｕ
も
対
応
を
迫
ら
れ
て
い
る
。

　

近
年
の
Ｅ
Ｕ
建
設
産
業
政
策
に
お
け
る
大
き
な
動
き

の
一
つ
は
、「
建
設
産
業
に
お
け
る
持
続
可
能
な
競
争

力
に
係
る
戦
略
」
策
定
へ
の
取
組
み
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
は
、

二
〇
一
〇
年
に
経
済
成
長
・
雇
用
・
資
源
有
効
利
用
等

Ｅ
Ｕ
建
設
産
業
政
策
の
動
向

係
る
議
論
の
表
出
等
を
受
け
、
今
後
も
Ｅ
Ｕ
に
は
、
域

内
及
び
域
外
の
建
設
産
業
に
係
る
状
況
を
更
に
詳
細
に

把
握
し
、
必
要
な
政
策
形
成
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

　

ま
た
、
世
界
的
な
変
化
の
渦
中
で
は
、
Ｅ
Ｕ
等
の
行

政
機
関
側
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
強
化
に
加
え
、
建
設

産
業
界
に
も
、
よ
り
広
い
視
野
を
持
ち
、
世
界
の
経

済
・
社
会
の
流
れ
を
把
握
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

る
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
に
留
ま
ら

ず
、
ア
メ
リ
カ
、
ア
ジ
ア
、
そ
し
て
、
わ
が
国
、
日
本

の
建
設
産
業
界
に
と
っ
て
も
同
様
の
課
題
と
な
っ
て
い

る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

　

主
要
な
産
業
で
あ
る
建
設
産
業
が
、
刻
々
と
、
か
つ

急
激
に
変
化
す
る
世
界
の
中
で
ど
の
よ
う
に
進
ん
で
行

く
べ
き
か
と
い
う
問
題
は
、
日
本
に
お
い
て
も
官
民
双

方
の
知
識
・
経
験
を
結
集
し
て
対
応
す
べ
き
課
題
で
あ

る
。
そ
の
際
、
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
建
設
産
業
政
策
の
蓄

積
・
経
験
や
、
こ
れ
か
ら
の
政
策
形
成
の
方
向
性
を
参

考
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
レ
ベ
ル
で
の

産
業
振
興
を
推
進
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
か

と
考
え
て
い
る
。 

　

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
二
七
カ
国
が
加
盟
す
る
政
治
・
経
済

統
合
体
で
あ
る
欧
州
連
合（
Ｅ
Ｕ
：European U

nion

）

は
、
第
二
次
世
界
大
戦
後
、
経
済
的
な
統
合
を
中
心
に

発
展
し
て
き
た
が
、
現
在
で
は
Ｅ
Ｕ
条
約
に
基
づ
き
、

経
済
通
貨
統
合
、
共
通
外
交
・
安
全
保
障
政
策
、
警
察
・

刑
事
司
法
な
ど
の
分
野
に
お
け
る
、
よ
り
幅
広
い
協
力

を
目
指
し
て
い
る※

１

。
ま
た
、二
〇
一
三
年
に
は
ク
ロ
ア
チ

ア
の
新
規
加
盟
が
予
定
さ
れ
て
い
る
な
ど
、
国
際
情
勢

に
お
け
る
そ
の
存
在
感
は
、
引
き
続
き
高
ま
っ
て
い
る
。

　

こ
の
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
建
設
産
業
の
状
況
は
、
加
盟
国

全
体
の
完
成
工
事
高
が
約
一
兆
一
、八
六
〇
億
ユ
ー
ロ

Ｅ
Ｕ
の
建
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産
業
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※1� EU情勢（外務省ホームページ〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/index.html〉）
※2 Construction in Europe, Key Figures - Activity 2010（欧州建設業協会、2011）
※3 完工高：平成21年度建設工事施工統計調査報告（国土交通省、2011）における値（737,379億円）を
　　欧州建設業協会がユーロ換算。就業者数：平成22年労働力調査年報（総務省、2011）

Ｅ
Ｕ
の
建
設
産
業
政
策

〜
変
化
す
る
世
界
の
中
で
〜

本
稿
で
紹
介
し
た
Ｅ
Ｕ
の
建
設
産
業
政
策
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
㈶
建
設
経

済
研
究
所
「
建
設
経
済
レ
ポ
ー
ト
第
五
八
号
」（
二
〇
一
二
年
四
月
発
行
）
に

掲
載
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
い
る
。
ご
関
心
の
あ
る
方
は
、
ぜ
ひ
同
誌
の
記
事

を
参
照
い
た
だ
き
た
い
。


